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業の固定発生源は水俣条約の附属書D (List of point sources of emissions of mercury and 
mercury compounds to the atmosphere) の排出源に反映されている。この議定書は様々な産
業排出源から 3 種類の重金属(カドミウム、鉛、水銀)の大気排出量を低減することを目標とし
ており、その大きな柱となっているのがBAT(Best Available Techniques 利用可能な最良の技
術(水俣条約で用いられている環境省訳語))であり、別途 BAT に関するガイダンスも作成され
ている(3)。この議定書におけるBAT の定義はEU の IED(Industrial Emissions Directive 産
業排出指令) (4)における定義と全く同じであり、かつ、後述するBAT の評価基準もほとんど同
じであることから、水俣条約におけるBAT の考え方にはEU の IED の影響も示唆される。 
水俣条約においても産業排出源からの水銀排出抑制対策の柱の一つが BAT であり、関連す
るのは第 8 条(大気)及び 9 条(土壌、水への放出)である。本編では水銀が広域に大気輸送される
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及び 1990 年代から技術ベースの排出規制を導入している USEPA(米国環境保護庁)の




2. 水俣条約におけるBAT  
水俣条約では第 8 条に水銀の大気排出削減の手段として「BAT の適用」を含む規定がなされ






















水銀条約におけるBAT の定義とEU IED（以下 IED）におけるBAT の定義には共通点が多
い。両者を比較して、表 1 に示す。表では容易に比較できるように原文のまま引用し、類似点
には下線を付した。「Best Available Techniques」の比較では若干異なる用語がみられるが、
「Best」、「Available」及び「Techniques」については それぞれ IED(これはUNECE 重金属
議定書の定義と同じ)における定義とほぼ同様であり、水俣条約のBAT の用語の定義には IED
が反映されていることがわかる。 
「Best Available Techniques」における両者の相違点は、IED では表中文章を太字で示した
ように、「the practical suitability of particular techniques for providing the basis for 
emission limit values and other permit conditions(BAT が排出限界値及び他の許可条件のベ
ースを提供するにふさわしい)」記述があり、BAT と排出基準値との法的かかわりを示してい
－ 29 －




条約第 8 条第 4 項には「A Party may use emission limit values that are consistent with the 




表 1 水銀条約とEU IED における「Best Available Techniqies」の比較 




those techniques that are the most 
effective to prevent and, where that is not 
practicable, to reduce emissions and 
releases of mercury to air, water and land 
and the impact of such emissions and 
releases on the environment as a whole, 
taking into account economic and 
technical considerations for a given Party 
or a given facility within the territory of 
that Party. 
the most effective and advanced stage in 
the development of activities and their 
methods of operation which indicates the 
practical suitability of particular 
techniques for providing the basis for 
emission limit values and other permit 
conditions designed to prevent and, 
where that is not practicable, to reduce 
emissions and the impact on the 
environment as a whole 
Best most effective in achieving a high general 
level of protection of the environment as 
a whole 
most effective in achieving a high general 
level of protection of the environment as 
a whole 
Available in respect of a given Party and a given 
facility within the territory of that Party, 
those techniques developed on a scale 
that allows implementation in a relevant 
industrial sector under economically and 
technically viable conditions, taking into 
consideration the costs and benefits, 
whether or not those techniques are used 
or developed within the territory of that 
Party, provided that they are accessible 
to the operator of the facility as 
determined by that Party 
those developed on a scale which allows 
implementation in the relevant 
industrial sector, under economically and 
technically viable conditions, taking into 
consideration the costs and advantages, 
whether or not the techniques are used or 
produced inside the Member State in 
question, as long as they are reasonably 
accessible to the operator 
 
 
Techniques technologies used, operational practices 
and the ways in which installations are 
designed, built, maintained, operated 
and decommissioned 
both the technology used and the way in 
which the installation is designed, built, 
maintained, operated and 
decommissioned 
 
2.2 水俣条約におけるBATの法的位置づけ  
2.1.1第 8条におけるBATの適用に関する規定 
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表 2 排出抑制手段の相違 - 新設 vs 既設 - 
新設の場合(第 8 条第 4 項) 既設の場合(第 8 条第 5 項) 
・BAT 及びBEP の適用の 





発効後 10 年以内) 
(a) 排出抑制(controling)・削減(reducing)のための定量的目標 
(b) 排出抑制・削減のための排出許容値 














 水銀条約第 8 条の要求に従って BAT に関するガイダンスは 2017 年に開催された COP1 で
採択された(10)。このガイダンスの目次は表 3 とおりである。 
 
表 3 BAT に関するガイダンス(決議UNEP/MC/COP.1/7)(9)の構成概要 
Annex I Draft decision MC-1/[XX]: Guidance in relation to mercury emissions 
Annex II Draft guidance on best available techniques and best environmental practices taking into 
account any difference between new and existing sources and the need to minimize 
cross-media effects 
 Chapter I Introduction 
 Chapter II Common techniques 
 Chapter III Monitoring 
 Chapter IV Coal-fired power plants and coal-fired industrial boilers  
Guidance on Best Available Techniques and Best Environmental 
Practices to Control Mercury Emissions from Coal-fired Power 
Plants and Coal-fired Industrial Boilers 
 Chapter V Smelting and roasting processes used in the production of 
non-ferrous metals (lead, zinc, copper and industrial gold as specified 
in Annex D to the Convention). 
Non-ferrous metal smelting subgroup (copper, gold, lead and zinc) 
 Chapter VI Waste incineration facilities 
 Chapter VII Cement clinker production facilities 
 Appendix A Emerging techniques 
Annex III Guidance on support for parties in implementing the measures set out in paragraph 5 of 
article 8, in particular in determining goals and in setting emission limit values 
 
BAT に関する中心的記述は AnnexⅡの ChapterⅠ～Ⅶであり、水銀条約附属書 D に示す 5
つの対象施設に関する BAT の各論は ChapterⅣ～Ⅶの個々の章に記述されている。AnnexⅡ
は 2019 年に独立した冊子として刊行されている(10 bis)。 
なお、このガイダンスの中で「Annex II Chapter II (Common techniques)」の集塵器の性能
－ 31 －






ガイダンスにはどのようなプロセスで BAT を決めるかが記述され、以下の表 4 に示すよう
に 5 つの手順としてまとめられている。 
 
表 4 BAT の選択・実施に際して考慮すべき事項(UNEP/MC/COP.1/7  Annex II Chapter I より抜粋・仮訳) 




ステップ 2 [あらゆる種類の排出抑制技術及び組合せ技術のオプションの特定] 
共通技術及び個々の排出源区分に関する本ガイダンス各章に記述されている技術を含め、発生
源に関連する排出抑制技術及びその組合せ技術のあらゆる種類のオプションを明らかにする。 
ステップ 3 [技術的に可能な抑制オプションの特定] 
こうした情報の中で、産業部門内の施設のタイプに適用可能な技術、及びある技術の選択に影
響する可能性のある物理的限界に配慮し、技術的に可能な抑制オプションを明らかにする。 














ンスの ChapterⅣ第 3 節(ガイダンス冊子(10 bis)では第 3～5 節)で 4 つの水銀排出技術について
個別に議論し、最終的に第 5 節(同ガイダンス冊子では第 7 節)で 4 つのタイプのBAT としてま
とめられている。そこで示されている水銀排出抑制技術の概要は以下の表 5 とおりである。こ
れらの技術の大部分は欧米や日本ではすでになじみのあるものである。後述する IED の
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表 5 水銀排出抑制技術の概要 





タイプ 3 従来のAPCSs(Air Pollution Control Systems 大気汚染物質抑制システム)の組合わせによる
複合的便益効果：通常設置されているPM(粒子状物質)除去(ESP、FF、あるいは両者の組合わ
せ)、SO2除去(湿式あるいは乾式FGD(脱硫装置)、あるいはNOx 除去(SCR 選択的触媒脱硝装
置)を組合わせると相乗効果により水銀排出抑制効果。この 3 つの組合わせ (ESP、SCR、FGD)
の場合排ガス中の水銀除去率 74%、排ガス中濃度 0.0012mgHg/Nm3達成の事例がある。 
タイプ 4 水銀排出抑制に特化した技術：活性炭素注入技術。米国で活性炭素注入＋FF で、水銀除去率
85-95%、排ガス中濃度＜1μg/Nm3 達成の事例がある。 
 
3. EU IED(Industrial Emissions Directive 産業排出指令) (4)におけるBAT 
 
3.1 IEDの概略 


















(b) BAT: 排出基準を含め、許可の条件は、BAT に基づいていなければならない。BAT 及びBAT
の環境性能はSeville プロセス(欧州委員会が組織し、IPPC 事務局が調整して実施するメン
バー国、産業界及び環境団体の専門家組織による情報交換プロセス)で決める。Seville プロ
セスの成果物がBREFs(Best Available Techuniques(BAT) Reference Doucumens BAT 参
－ 33 －
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照文書.)である。BREFs における BREF Conclusions(BAT の結論)は「Implementing 















3.1.3  対象汚染物質の種類と排出基準 (IED 附属書Ⅱ) 
対象汚染物質は IED 附属書Ⅱ(汚染物質のリスト)にリスト化され、メンバー国はそれぞれの









3.2.1 BATの定義  

























(viii) BAT を導入するのに必要な期間 
(ix) プロセスで使用される原料(水を含む)の消費と特性及びエネルギー効率 
(x) 排出の環境への全体的影響及び環境へのリスクを防止あるいは最小化する必要性  
(xi) 事故防止及びその環境影響を最小化する必要性  
(xii) 公共の国際機関から刊行されている情報 
IED では(xii) 番目の評価基準「公共の国際機関から刊行されている情報(information 
published by public international organisations)」が、UNECE の重金属議定書における定義
では「(xii) 国家及び国際機関から刊行されている情報(Information published by national and 
international organizations)」であり、わずかな言葉の違いがあるが、他の 11 項目は一言一





規定している (第13条第3項(d))。EIPPCB(European IPPC (Industrial Pollution Prevention 




決定され、その成果物が BREFs(BAT reference documents)である。BREFs には BAT 及び
BAT - AELs (BAT - associated emissions levels BAT ベースの大気排出限界値)が記述されて
いる。BAT - AELs あるいは「emission levels associated with the best available techniques」
とは BAT あるいは BAT の組み合わせ技術の定常運転下で得られた排出レベルの範囲であり、
特定の参照条件下、一定の基準時間における平均値で表したもの(第 3 条の(13))」と定義されて
おり、BREFs のまとめであるBAT の結論の中に整理されている。 
 
3.2.4 BREFsと BATの結論 
BREFs 及び BAT の結論 が含むべき内容項目概略を以下の表 6 に示す。BREFs 及び BAT
の結論の内容項目はそれぞれ IED 第 3 条第(11)項及び(12)項に規定され、ガイダンス(14)にはよ
り詳細に記述されているが、表 6 に示すようなほぼ同じ内容が要求されている。 
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表 6 BREFs 及びBAT の結論の内容項目概略 (IED 第 3 条第(11)項より作成) 



























BAT の結論は単独に法的手続きを経て採決(第 13 条第 5 項)ののち、Commission 
Implementing Decisions(委員会の実施決定)として EU 官報で公開される。BAT の結論には
BAT-AELs が記述される。当局は排出限界値(emission limit values)を設定することが必要で
あるが、BAT の結論の決定において示されたBAT - AELs を超えてはならないことが規定され
ている(15 条第 3 項)。 
 
3.2.5 燃焼プラントの水銀排出抑制に関するBATの例 
IED 第 3 章規定にかかわる燃焼プラントに関する BREF は全 986 ページからなり、既述の
EIPPCB の公式ホームページで 2017 年に公開され(13)、BAT の結論も公開されている(16)。 
石炭燃焼に関わる水銀排出抑制技術はこの BREF 第 5 章の中で、5.1.3.4.2 (General 
techniques for the prevention and control of mercury emissions)及び 5.1.3.4.3 (Specific 







銀防止・削減技術(元素状水銀参加のための SCR 触媒最適化；湿式 FGD へ活性炭添加、FGD
への有機または無機硫化物添加、FGD へ臭素のような強いリガンド添加、排脱排水中金属成
分から元素状水銀分離)。 
その結果は、表 7 に示すように、10.2(BAT の結論)の節の 10.2.1.6 (大気への水銀排出)にBAT
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Yearly average or average of samples obtained during one year 
New plant Existing plant (1) 
coal  lignite coal  lignite 
< 300 < 1–3 < 1–5 < 1–9 < 1–10 
≥ 300 < 1–2 < 1–4 < 1–4 < 1–7 
(1) The lower end of the BAT-AEL range can be achieved with specific mercury abatement techniques 
 
4. USEPA CAA(大気浄化法)におけるBAT 
USEPA(米国環境保護庁)において、前述の BAT とみなせる技術として主要なものをあげる
と「RACT(Reasonably Available Control Technology)」、「BACT(Best Available Control 





設定の際に用いられた技術のことである(18)。これらの技術は Clean Air Act(CAA 大気浄化
法)(19)の下で実施されている様々な規制プログラムで用いられている用語である。 




あり、U.S.C.コードで§ 7412 であるが、CAA コードでセクション 112 として示した。 
 
4.1 CAAセクション112 HAP(Hazardous Air Pollutants) 
水銀はUSEPAのCAAセクション112のHAPリストに掲げられている物質である (セクシ
ョン 112(b))。CAA 及びセクション 112 の構成及び内容については武蔵野大学環境研究所紀要
(2018)(20)に記述したので本稿では省略する。 
CAAは1990年に大幅な改正がなされ、セクション112には新たに4つの内容が加えられた。






 すなわち、MACT は排出基準設定のベースを決める技術のことであり、HAP 排出削減のた
めの主要な手段である。 
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 CAA セクション 112 の基づく規制が「40 CFR Part 63 - NATIONAL EMISSION 
STANDARDS FOR HAZARDOUS AIR POLLUTANTS FOR SOURCE CATEGORIES (21)」
であり、区分された排出源ごとにそれぞれ固有のHAP の排出基準が定められている。 
 
4.1.1 対象物質  
当初リスト化されたHAP は 189 種類(セクション 112(b))であったが、のちにカプロラクタム
(caproractam)及びメチルエチルケトン(methyl ethylketon)が除外され、現在は 187 種類の











MACT が適用されるのは主要排出源の HAP である。地域排出源の排出削減は





USEPA は、排出源ごとに区分された既設及び新設排出源からの HAP 排出削減のために排
出基準を設定することが必要であり、排出基準には HAP の削減が最大限の削減(maximum 
degree of reduction)達成可能であることが反映されなくてはならない。なお、最大限度の削減
達成は、排出防止(prohibition)すなわち排出ゼロも排除されない。 










(D) セクション 112(h)で提供するような設計、設備、作業実施法、あるいは操作基準  
(E) (A)～(D)の組合わせ 
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既設の場合のMACT 基準は上位 12%の“average emission limitation”のレベル以上である
が、新設の場合は“emission control that is achieved in practice by the best-controlled similar 
source”と実際達成されているベストなレベル以上との違いがある。 
MACT 基準の設定は概略以下に示す 2 つのプロセスからなる(23) 。 
(1) 現在達成されている排出レベルをベースに「MACT フロア」を設定する。コストは考慮 
されないことがある。 
(2) 妥当と考えられれば「MACT フロアより厳しい（beyond the floor）」規制が可能である。 
このときにはコスト及び他の課題を考慮しなくてはならない。 
MACT 基準の設定に関する詳細な手順(データ収集や MACT 解析の方法論など)は法的に規
定されてないが、石炭火力発電所及び石油燃焼火力発電に関わるHAP のMACT フロア解析の
ように方法の詳細が公開されている場合もある(24)。これは火力発電に関わる水銀を含む HAP
に関わる MACT フロア解析(基準設定)に関する報告である。2010 年に米国内の発電事業者に
対して「HAP の国家排出基準に関わる ICR(Information Collection Request)」に基づき収集
されたデータ(ICR データセット)に基づき、異常値検定を含む統計解析を行い、水銀を含む多
くのHAP に関するMACT フロアを計算を行ったプロセスをまとめている。 
  MACT 基準は、あらかじめ特定の技術を処方するものではないが、USEPA は石炭火力発電
所からの水銀排出に関わる MACT 基準の設定に関わった技術として、SCR(触媒脱硝)と
FGD(脱硫)との組合せ、ACI(活性炭吹込み)、及び ACI と FF(ファブリックフィルタ)または
ESP(電気集塵機)との組合せを挙げている(23)。また、吸着剤注入技術の現状をまとめた議会報
告やその他の技術情報の提供も行われている(25) , (26)。 
 
4.2 石炭火力発電所からの水銀排出に関わるMACTの例 
UEEPA はCAA セクション 112(n)(1)(A)のもとに、石炭火力発電所に関する水銀の排出の規
制を行い、これはCFR(連邦規則集)のTitle 40. Protection of Environment に、40 CFR Part 63 
Subpart UUUUU として公開されている(27)。この規制で石炭火力発電所から排出される水銀
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表 8 微粉炭火力発電に関する水銀のMACT 基準(抜粋(27)) 
新設/設備変更 低品位バージンコールでないもの 3.0E-3 lb/GWh 
低品位バージンコール 4.0E-2 lb/GWh 
既設 低品位バージンコールでないもの 1.2E0 lb/TBtu or 1.3E-2 lb/GWh 
低品位バージンコール 4.0E0 lb/TBtu or 4.0E-2 lb/GWh 
（注）「低品位バージンコール：発熱量＜19,305 kJ/kg (8,300 Btu/lb)；低品位バージンコールでないもの：発







の法的位置づけをまとめた。結果は表 9 にまとめた。 
 
・水俣条約(第 8 条)において既設ではBAT の適用はその選択の一つであるが、新設では法的義
務である。別途BAT 二関するガイダンスが作成され、技術情報が提供されている。 
・IED においてBAT の要件、BAT の評価基準、BAT の情報交換の手続きを含めBAT の決定
方法も法的義務に従って決められる。その成果はBREFs として公開される。BREFs の記述
の一部であるBAT の結論は単独でCommission Implementing Decisions として採択・公開
され、排出基準設定の根拠となり、法的拘束力がある。 




表 9 米国及びEU におけるBAT の法規制における位置づけ 
 米国 欧州連合 
BAT を規定する法 
(大気汚染に着目) 




BACT(Best Available Control 
Technology), RACT(Reasonably 
Available Control Technology), 
MACT(Maximum Achievable Control 
Technology), その他 


















BAT - AELs(BAT ベースの大気排出限界
値) は法的拘束力を持つ(Commission 
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